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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第36期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

３．第36期は、決算期を変更したため、平成17年１月１日から平成17年３月31日までの３ヶ月間となっておりま

す。 

４．第36期及び第37期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

５．第36期及び第37期中の従業員数については、従業員・臨時雇用者の区分及び人員算定方法を変更しておりま

す。 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成16年 
１月１日 

至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高(百万円) 58,389 － 56,820 117,640 28,832 

経常利益(百万円) 2,284 － 4,469 4,765 1,065 

中間(当期)純利益(百万円) 998 － 2,927 1,976 153 

純資産額(百万円) 57,377 － 60,866 57,909 57,764 

総資産額(百万円) 85,708 － 88,310 86,255 87,293 

１株当たり純資産額(円) 1,417.90 － 1,503.20 1,430.40 1,426.94 

１株当たり中間(当期)純利益金額

(円) 
24.67 － 72.29 48.04 3.78 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額(円) 
24.67 － － 48.02 － 

自己資本比率(％) 66.9 － 68.9 67.1 66.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー

(百万円) 
2,395 － 2,397 9,253 2,178 

投資活動によるキャッシュ・フロー

(百万円) 
△2,203 － 1,688 △4,583 △941 

財務活動によるキャッシュ・フロー

(百万円) 
△986 － △479 △2,009 △525 

現金及び現金同等物の中間期末(期

末)残高(百万円) 
11,850 － 19,587 15,305 16,017 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

7,506 

(1,184) 

－ 

(－) 

3,981 

(4,486) 

7,435 

(1,209) 

7,000 

(1,606) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第36期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

３．第36期は、決算期を変更したため、平成17年１月１日から平成17年３月31日までの３ヶ月間となっておりま

す。 

４．第36期及び第37期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

５．第36期及び第37期中の従業員数については、従業員・臨時雇用者の区分及び人員算定方法を変更しておりま

す。 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(百万円) 34,635 － 42,258 69,626 17,697 

経常利益(百万円) 1,833 － 3,279 3,134 1,438 

中間(当期)純利益(百万円) 1,036 － 2,470 1,514 571 

資本金(百万円) 11,271 － 11,271 11,271 11,271 

発行済株式総数(株) 40,480,329 － 40,491,529 40,480,329 40,491,529 

純資産額(百万円) 55,585 － 59,057 55,618 55,923 

総資産額(百万円) 72,792 － 82,840 73,560 74,978 

１株当たり純資産額(円) 1,373.63 － 1,458.52 1,374.58 1,381.46 

１株当たり中間(当期)純利益金額

(円) 
25.63 － 61.00 37.44 14.12 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額(円) 
25.62 － － 37.42 － 

１株当たり中間(年間)配当額(円) 8.00 － 28.92 16.00 4.00 

自己資本比率(％) 76.4 － 71.3 75.6 74.6 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

2,429 

(35) 

－ 

(－) 

1,546 

(1,617) 

2,384 

(33) 

2,121 

(221) 



２【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社、親会社みらかホールディングス㈱（旧会社名富士レビオ㈱）、連結子会社19社及び持分

法適用関連会社５社で構成されており、臨床検査事業及び周辺事業を主な事業内容とし、滅菌事業、その他の事業を

行っております。 

 当中間連結会計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりであります。 

（臨床検査事業及び周辺事業） 

 ㈱エスアールエル東京メディカル及び㈱ＳＢＳは、平成17年４月１日に当社へ吸収合併したことにより連結除

外となりました。  

（滅菌事業） 

 主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。  

（その他の事業） 

 調剤薬局事業を行う㈱リジョイス及び㈱リジョイス薬局は、当社所有の全株式を平成17年４月１日に㈱アイン

ファーマシーズに譲渡したことにより連結除外となりました。治験事業を行う㈱日本臨床薬理研究所は、株式の

売却及び増資引受により、連結子会社より持分法適用関連会社となりました。また、㈱エスアールエル・ユウメ

ディカルは、清算したことにより、連結除外となりました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、連結子会社であった㈱エスアールエル東京メディカル及び㈱ＳＢＳは当社へ吸収

合併したことにより、㈱リジョイス及び㈱リジョイス薬局は当社が所有する全株式を譲渡したことにより、㈱エス

アールエル・ユウメディカルは清算したことにより、連結除外となりました。また、㈱日本臨床薬理研究所は株式

の売却及び増資引受により、連結子会社より持分法適用関連会社となりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．当中間連結会計期間より、従業員・臨時雇用者の区分及び人員算定方法を変更しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２．当中間会計期間より、従業員・臨時雇用者の区分及び人員算定方法を変更しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、平成10年３月28日にスタッフ社員をもって組織されたＳＲＬ契約社員労働組合、平成11年

１月31日に従業員をもって組織されたエスアールエルユニオン及び平成13年２月13日に社員をもって組織された

全労協全国一般の分会の３組合を有しております。 

 なお、労使関係は安定しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

臨床検査事業及び周辺事業 3,204 (3,054) 

滅菌事業 558 (1,337) 

その他の事業 219  (95) 

合計 3,981 (4,486) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,546(1,617)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の臨床検査市場におきましては、昨年４月の「診療報酬体系」及び「保険点数」の改正、

国立病院の独立行政法人への移行等の医療制度改革が継続的に進められる中で、顧客の低価格志向及び他センタ

ーとの競合により、事業環境は一段と厳しさを増しております。 

 このような環境に対応するために、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）は、富士レビ

オ㈱との共同持株会社「みらかホールディングス㈱」を当年７月１日にスタートさせるとともに、事業の再構築

を中心とした抜本的な経営改革を実行いたしました。 

 「臨床検査事業及び周辺事業」におきましては、臨床検査子会社の吸収合併等、業務集約化による経費の削

減、品質とサービスの向上及び取引価格の維持に努めました。「医療マネジメントサポート事業」におきまして

は、事業の取捨選択を行い、市場環境の動向に合った諸施策を実行し、事業基盤の強化に努めてまいりました。

 また、当社は、１．企業体質の強化、２．人材パフォーマンスの最適化、３．事業の選択と集中による事業構

造の変化、の実現を目的とした雇用の調整が必要と判断し、希望退職者の募集を実施し、希望退職者数は227人

となり、当初の目的を達成いたしました。その結果、特別損失として特別退職金等28億48百万円を計上いたしま

した。さらに、グループ中期経営計画に基づき、コアビジネスである臨床検査事業へのグループ経営資源の集中

による強化、並びに治験事業を中心とした医療マネジメントサポート事業の再編を推進していくため、当年４月

１日に調剤薬局事業の２社（㈱リジョイス及び㈱リジョイス薬局）の所有全株式を売却し、調剤薬局事業から撤

退いたしました。その結果、特別利益として関係会社株式売却益37億10百万円を計上いたしました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は568億20百万円、経常利益は44億69百万円、中間純利益は29億

27百万円となりました。 

（事業の種類別セグメントの概況） 

①臨床検査事業及び周辺事業 

 臨床検査事業及び周辺事業につきましては、アレルギー検査の受託量が引き続き増加した他、営業拡販施策

により自己免疫疾患検査、感染症検査及び研究項目検査が増加するとともに、病院検査室運営委託の顧客要請

も多く、当社グループが請け負う受託施設数は、医療機関との共同運営施設等を含めて158施設となりまし

た。 

 一方、事業環境の悪化に対し、業務の効率化による低コスト体制構築を目的として、当社グループ組織の再

編も行いました。当年４月１日に連結子会社である㈱エスアールエル東京メディカル及び㈱ＳＢＳを吸収合併

し、営業拠点の統合、検査実施項目の集約・再編成を中心とする検査施設の統合、業務システムの改良も計画

通り進行中であります。 

 以上の結果、臨床検査事業及び周辺事業の売上高は499億56百万円、営業利益は38億11百万円となりまし

た。 

②滅菌事業 

 滅菌事業につきましては、新規顧客の獲得と事業活動エリアの拡大に努めました。関東から関西地域を対象

とする日本ステリ㈱におきましては、受託病院内施設数122施設（前期末比９施設増）、院外滅菌センター６

施設、九州地域を対象とする九州ステリ㈱におきましては、受託病院内施設数30施設（前期末比３施設増）、

院外滅菌センター２施設となりました。 

 以上の結果、滅菌事業の売上高は40億97百万円、営業利益は２億59百万円となりました。 



③その他の事業 

 その他の事業の売上高は27億66百万円、営業利益は１億26百万円となりましたが、主として、治験事業によ

るものであります。同事業につきましては、㈱エスアールエル・メディサーチが治験検査、治験情報の管理サ

ービス及び海外治験に、㈱日本臨床薬理研究所がＳＭＯ事業に、それぞれ注力してまいりました。また、㈱日

本臨床薬理研究所については、㈱綜合臨床薬理研究所の経営参加により、持分法適用関連会社となりました。

 なお、当年４月１日付で調剤薬局事業を行う㈱リジョイス及び㈱リジョイス薬局の所有全株式を㈱アインフ

ァーマシーズに譲渡いたしました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ35億

70百万円増加し、当中間連結会計期間末には195億87百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、23億97百万円となりました。これは、主に税金等調整前中間純利益50億55

百万円、非資金支出項目である減価償却費が29億44百万円であった一方、関係会社株式売却益の投資活動への

振替が37億10百万円、法人税等の支払額が９億64百万円あったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得られた資金は、16億88百万円となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出

16億13百万円、無形固定資産の取得による支出９億４百万円があった一方、子会社株式の売却による収入が41

億72百万円あったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、４億79百万円となりました。これは、主に長期借入金の返済による支出２

億75百万円及び配当金の支払額１億73百万円によるものであります。 

なお、前連結会計年度は、決算期の変更により３ヶ月決算となっておりますので、（1）業績及び（2）キャッシ

ュ・フローの前年同期比較は行っておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前連結会計年度は決算期変更により３ヶ月決算となっているため、前年同期比は記載しておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは役務又は商品等の受注から完了又は納品等までの所要期間が短いため、常に受注残高は僅少で

あり、期中の受注高と販売実績とがほぼ対応するため記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前連結会計年度は決算期変更により３ヶ月決算となっているため、前年同期比は記載しておりません。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

臨床検査事業及び周辺事業（百万円） 48,844 － 

滅菌事業（百万円） 3,918 － 

その他の事業（百万円） 2,685 － 

合計（百万円） 55,448 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

臨床検査事業及び周辺事業（百万円） 49,956 － 

滅菌事業（百万円） 4,097 － 

その他の事業（百万円） 2,766 － 

合計（百万円） 56,820 － 



５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、主に当社の技術開発部において実施しております。 

当中間連結会計期間における主な研究・技術開発活動は、以下のとおりであります。 

癌関連分野の技術開発においては、癌患者の血液中に存在する癌細胞を計測する「ＣＴＣ（循環癌細胞計数）検

査」の技術を他社に先駆けて確立し、新規検査として受託を開始しました。さらに、この技術を基盤として、抗癌剤

（分子標的薬）の効果予測に関係する特定の細胞群を計測する技術開発にも取組みをはじめております。また、これ

と並行して、血液中に存在する内皮細胞を計測する「ＣＥＣ（循環内皮細胞計数）検査」の技術もいち早く確立し、

検査受託を開始しました。ＣＴＣ並びにＣＥＣ検査は、個々の癌患者に特定した治療法や抗癌剤を選択する「オーダ

ーメード医療」の実現に寄与するものと考えられます。 

イムノミクス分野の技術開発においては、細胞性免疫能の評価に関わる「テトラマー(Ｒ)検査」の開発を進めてお

ります。成人Ｔ細胞白血病は、ウイルスＨＴＬＶ－１の感染が原因となる日本人に多い重篤な白血病です。その発症

には、加齢に伴う細胞性免疫の低下が関係していると考えられておりますが、この観点に基づくと、ウイルスＨＴＬ

Ｖ－１の感染者の免疫能を「テトラマー(Ｒ)検査」で測定することが、白血病の発見や治療後の効果判定に重要とな

ります。当社では、引き続き、外部医療施設の協力を得て、臨床開発に注力いたします。 

この他、独立行政法人科学技術振興機構の受託開発事業として、統合失調症の検査用キット開発にも取組んでおり

ます。外部開発協力先（全国の７病院）から臨床検討材料の提供を受け、統合失調症に関係する遺伝子と蛋白の発現

を網羅的に解析しております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は、１億86百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、当社の連結子会社であった㈱エスアールエル東京メディカル及び㈱ＳＢＳを吸収合

併したことにより、被合併会社の設備を当社に引き継いでおります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、拡充等について、重要な変更は

ありません。 

(2）当中間連結会計期間における、設備投資実施額は21億79百万円であります。 

重要な設備の新設及び改修の実績は次のとおりであります。 

(3）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

会社名 事業所名(所在地) 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 
投資実施金額 
（百万円） 

 ㈱エスアールエル 

 八王子ラボラトリー等 

 （東京都八王子市他） 

臨床検査事業

及び周辺事業 
 検査設備等 521 

 医療機関内検査室 
臨床検査事業

及び周辺事業 
 検査設備等 866 

 本社及び各営業所等 
臨床検査事業

及び周辺事業 
 システム開発等 304 

 ㈱エスアールエル西日本 
 本社ラボラトリー等 

 （福岡県大野城市他） 

臨床検査事業

及び周辺事業 
 検査設備等 79 

㈱ティーエスエル 
 本社ラボラトリー等 

 （東京都羽村市他） 

臨床検査事業

及び周辺事業 
 検査設備等 87 

 ㈱エスアールエル・メディサー 

 チ 

 本社及び八王子ラボラト

 リー等 

 （東京都新宿区他） 

その他の事業  システム開発等 178 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）当社は、平成17年４月１日の株式交換により富士レビオ㈱の完全子会社となりました。また、富士レビオ㈱は

平成17年７月１日に会社分割により、みらかホールディングス㈱へ移行しております。  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 73,000,000 

計 73,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 40,491,529 40,491,529 非上場 － 

計 40,491,529 40,491,529 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日  
－ 40,491,529 － 11,271 － 15,733 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

みらかホールディングス株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目24番１号 40,491 100.00 

計 ― 40,491 100.00 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

当社株式は非上場につき、該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 40,491,500  404,915 － 

単元未満株式 普通株式     29  － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 40,491,529 － － 

総株主の議決権 － 404,915 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(3）当社は、平成17年１月26日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を12月31日から３

月31日に変更いたしました。これに伴い、前連結会計年度及び前事業年度は、平成17年１月１日から平成17年３

月31日までの３ヶ月間となったため、中間連結財務諸表及び中間財務諸表を作成しておりません。従って、前中

間連結会計期間及び前中間会計期間の記載を省略しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月

30日）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間財務諸表につ

いて、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結貸借対照表
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金    19,590   16,039  

２．受取手形及び売掛金    19,833   20,519  

３．たな卸資産   3,134   3,441  

４．その他   3,083   3,338  

貸倒引当金   △129   △150  

流動資産合計   45,511 51.5  43,187 49.5 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１       

(1)建物及び構築物 ※２ 9,069   9,839   

(2)運搬具  20   25   

(3)工具器具及び備品  6,538   6,899   

(4)土地 ※２ 9,250   9,289   

(5)建設仮勘定  244 25,123 28.4 273 26,328 30.1 

２．無形固定資産        

(1)連結調整勘定  2,588   2,683   

(2)ソフトウェア  6,215   6,537   

(3)その他  257 9,061 10.3 293 9,515 10.9 

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券  3,215   2,833   

(2)長期貸付金  487   18   

(3)繰延税金資産  1,538   1,734   

(4)差入保証金  2,459   2,830   

(5)その他  1,064   1,003   

貸倒引当金  △151 8,613 9.8 △156 8,262 9.5 

固定資産合計   42,798 48.5  44,106 50.5 

資産合計   88,310 100.0  87,293 100.0 

        
 



  
当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結貸借対照表
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金    7,046   8,800  

２．短期借入金 ※２  1,054   1,132  

３．未払金   3,491   3,901  

４．未払費用   4,669   4,963  

５．未払法人税等   2,312   1,184  

６．その他   1,301   1,521  

流動負債合計   19,876 22.5  21,504 24.6 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２  1,344   1,571  

２．退職給付引当金   5,003   5,164  

３．役員退職慰労引当金   195   239  

４．その他   411   406  

固定負債合計   6,954 7.9  7,383 8.5 

負債合計   26,831 30.4  28,887 33.1 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   611 0.7  641 0.7 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   11,271 12.8  11,271 12.9 

Ⅱ 資本剰余金   18,373 20.8  18,373 21.0 

Ⅲ 利益剰余金   30,581 34.6  27,639 31.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  640 0.7  493 0.6 

Ⅴ 自己株式   － －  △12 △0.0 

資本合計   60,866 68.9  57,764 66.2 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  88,310 100.0  87,293 100.0 

        



②【中間連結損益計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結損益計算書
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   56,820 100.0  28,832 100.0 

Ⅱ 売上原価   39,310 69.2  20,936 72.6 

売上総利益   17,510 30.8  7,896 27.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  13,291 23.4  6,881 23.9 

営業利益   4,219 7.4  1,015 3.5 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  1   1   

２．受取配当金  11   －   

３．業務受託料  59   22   

４．保険配当金  75   0   

５．持分法による投資利益  47   －   

６．その他  137 332 0.6 66 90 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  25   14   

２．賃貸物件費用  18   7   

３．損害賠償金  16   －   

４．その他  21 81 0.1 18 40 0.1 

経常利益   4,469 7.9  1,065 3.7 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 8   3   

２．関係会社株式売却益 ※３ 3,710   8   

３．その他  134 3,854 6.8 － 12 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 109   35   

２．固定資産売却損 ※５ 11   13   

３．特別退職金等 ※６ 2,848   －   

４．その他   298 3,268 5.8 690 739 2.6 

税金等調整前中間(当
期)純利益 

  5,055 8.9  338 1.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,173   1,170   

法人税等調整額  △48 2,124 3.7 △984 185 0.7 

少数株主利益（△は損
失） 

  3 0.0  △0 △0.0 

中間(当期)純利益   2,927 5.2  153 0.5 

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   18,373  18,373 

Ⅱ 資本剰余金減少高      

１．自己株式処分差損  － － 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

  18,373  18,373 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   27,639  27,854 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．連結子会社の持分変動
による増加高 

 190   －   

２．中間（当期）純利益  2,927 3,117 153 153 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  161  323  

２．役員賞与金  －  31  

３．自己株式処分差損  12 174 12 368 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

  30,581  27,639 

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益  5,055 338 

減価償却費  2,944 1,518 

連結調整勘定償却額  94 152 

退職給付引当金の増減額(△:減少
額) 

 △159 111 

貸倒引当金の増減額(△:減少額)  △24 48 

支払利息  25 14 

関係会社株式売却益  △3,710 △8 

固定資産除却損  109 35 

特別退職金等   2,848 12 

売上債権の増減額(△:増加額)  △488 △263 

たな卸資産の増減額(△:増加額)   △234 130 

仕入債務の増減額(△:減少額)  △344 △162 

その他  △89 1,198 

小計  6,026 3,125 

利息及び配当金の受取額  12 0 

利息の支払額  △25 △14 

特別退職金の支払額  △2,652 △79 

法人税等の支払額  △964 △853 

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,397 2,178 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △10 △32 

定期預金の払戻による収入  30 17 

短期貸付金の純増減額(△:増加額)  21 1 

有形固定資産の取得による支出  △1,613 △618 

有形固定資産の売却による収入  178 37 

無形固定資産の取得による支出   △904 △461 

投資有価証券の取得による支出  △52 △0 

投資有価証券の売却による収入  35 33 

長期前払費用の取得による支出  △10 △2 

その他投資の純増減額(△:増加額)  △15 26 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の売却による収入 

 4,172 92 

関連会社株式の取得による支出  △269 － 

その他  127 △34 

投資活動によるキャッシュ・フロー  1,688 △941 

 



  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△:減少額)  △30 △53 

長期借入金の返済による支出  △275 △144 

配当金の支払額  △173 △313 

その他  － △13 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △479 △525 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(△:減
少額) 

 3,606 711 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  16,017 15,305 

Ⅵ 連結除外による現金及び現金同等物
の減少額 

 △36 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高 

※ 19,587 16,017 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 19社 (1)連結子会社の数  25社 

 (主要な連結子会社) (除外)  １社 

 ㈱シオノギバイオメディカルラボラ

トリーズ、㈱エスアールエル西日本 

(除外)   ６社 

㈱エスアールエル東京メディカル

(合併による)、㈱ＳＢＳ(合併によ

る)、㈱リジョイス(株式の売却によ

る)、㈱リジョイス薬局(株式の売却

による)、㈱日本臨床薬理研究所

（株式の売却による）、㈱エスアー

ルエル・ユウメディカル（清算によ

る） 

㈱日研医学（株式の売却による） 

  

  

 (2)非連結子会社はありません。 

 なお、前連結会計年度まで非連結子

会社でありましたシステムサービス㈱

は当中間連結会計期間において清算い

たしました。 

(2)非連結子会社の数  １社 

 システムサービス㈱ 

 なお、非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等の連結財務諸表に与え

る影響は軽微であります。 

２．持分法の適用に関する事項 (1)持分法適用関連会社の数 ５社 (1)持分法適用関連会社の数 ４社 

 ケアレックス㈱、㈱ヘルスサービス

長野、㈱メディヴァンス、㈱ジェ

ー・ジー・エス、㈱日本臨床薬理研

究所  

 なお、㈱日本臨床薬理研究所は、株

式売却及び増資引受により当中間連結

会計期間末において持分法適用関連会

社となっております。 

 また、㈱ジェー・ジー・エスは、持

分100分の20未満でありますが、実質

的な影響力を持っているため持分法適

用関連会社としております。 

ケアレックス㈱、㈱ヘルスサービス

長野、㈱メディヴァンス、㈱ジェ

ー・ジー・エス  

 なお、㈱ジェー・ジー・エスは、持

分100分の20未満でありますが、実質

的な影響力を持っているため持分法適

用関連会社としております。  

 (2)持分法非適用関連会社はありませ

ん。 

 なお、前連結会計年度まで持分法非

適用関連会社でありました㈱日本エフ

ピー総合企画は当中間連結会計期間に

おいて保有株式の一部を売却したた

め、関連会社に該当しなくなりまし

た。 

(2)持分法非適用関連会社の数 １社 

 ㈱日本エフピー総合企画 

 持分法を適用していない非連結子会

社１社及び関連会社１社は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しております。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3)       ──────── (3)決算期変更に関する事項 

 当社の決算期を変更したことに伴う

経過措置として、当連結会計年度にお

いて、ケアレックス㈱、㈱メディヴァ

ンス、㈱ジェー・ジー・エスの平成16

年10月１日から平成17年３月31日まで

の６ヶ月、また、㈱ヘルスサービス長

野の平成17年１月１日から３月31日ま

での３ヶ月の持分損益計算を行ってお

ります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間期の末日

は、中間連結決算日と一致しておりま

す。 

 すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しておりま

す。なお、当社の決算期を変更したこ

とに伴い、すべての連結子会社は決算

期を12月31日から３月31日に変更いた

しました。 

４.会計処理基準に関する事項   

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

 ②デリバティブ ②デリバティブ 

 時価法 同左 

 ③たな卸資産 ③たな卸資産 

 主として移動平均法による原価法 同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

 定率法（平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）を採用しておりま

す。 

①有形固定資産 

同左 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物       38～50年 

工具器具及び備品 ４～６年 

 

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

同左 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒による

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 

 ②退職給付引当金 ②退職給付引当金 

  当社及び連結子会社において、従

業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 

 当社及び連結子会社において、従

業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 

  

 ③役員退職慰労引当金 ③役員退職慰労引当金 

  当社及び主要な連結子会社は、役

員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

 また、当社においては、平成16年

３月に取締役報酬制度を改訂してお

り同年４月以降対応分については引

当計上を行っておりませんでした

が、平成17年３月に同制度を再改訂

し、同年４月から６月対応分につい

ては引当計上を行いました。なお、

役員退職慰労金規程は平成17年６月

に廃止されたため、７月以降対応分

については引当計上を行っておりま

せん。 

 当社及び主要な連結子会社は、役

員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 また、当社においては、平成16年

３月に取締役報酬制度を改訂してお

り平成16年４月以降対応分について

は引当計上を行っておりません。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

(5)重要なリース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

(6)重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たしている金

利スワップについて、特例処理を採

用しております。 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金 

同左 

 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

  デリバティブ取引は借入金利等の

将来の金利市場における利率上昇に

よる変動リスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

同左 

(7)その他中間連結財務諸表（連

結財務諸表）作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

①消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

 固定資産に係る控除対象外消費税

等は投資その他の資産の「その他」

に計上し、５年間で均等償却してお

ります。 

 ②「法人税、住民税及び事業税」並び

に「法人税等調整額」の計上方法 

 中間連結会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当連結会計

年度において予定している利益処分

による特別償却準備金の積立及び取

崩しを前提として、当中間連結会計

期間に係る金額を計算しておりま

す。 

②     ────── 

  

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

───────── 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、36,999百万円

であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、36,899百万円

であります。 

※２ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

※２ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

担保資産 担保資産 

建物及び構築物 1,792百万円 

土地 2,543百万円 

 計 4,336百万円 

建物及び構築物 1,878百万円 

土地 2,591百万円 

 計 4,469百万円 

担保付債務 担保付債務 

短期借入金 294百万円 

長期借入金 840百万円 

 計 1,135百万円 

短期借入金 294百万円 

長期借入金 987百万円 

 計 1,282百万円 

 ３ 下記の金融機関からの借入金について、債務保証

を行っております。 

 ３ 下記の金融機関からの借入金について、債務保証

を行っております。 

取引先 37百万円 

   

取引先 47百万円 

従業員 0百万円 

計 47百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高は、１百万円であります。  ４ 受取手形裏書譲渡高は、１百万円であります。 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行３行と特定融資枠契約（シンジケーション方

式によるコミットメントライン）を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行３行と特定融資枠契約（シンジケーション方

式によるコミットメントライン）を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

特定融資枠契約の総額 10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

 差引額 10,000百万円 

特定融資枠契約の総額 10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

 差引額 10,000百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

給与・手当及び賞与 5,108百万円 

退職給付引当金繰入額 304百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 16百万円 

支払手数料 2,161百万円 

減価償却費 643百万円 

連結調整勘定償却額 94百万円 

給与・手当及び賞与 2,603百万円 

退職給付引当金繰入額 156百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 16百万円 

貸倒引当金繰入額 55百万円 

支払手数料 1,054百万円 

減価償却費 353百万円 

連結調整勘定償却額 46百万円 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

工具器具及び備品 8百万円 

その他 0百万円 

計 8百万円 

工具器具及び備品 2百万円 

土地等 1百万円 

計 3百万円 

※３ 関係会社株式売却益は、連結子会社である㈱リジ

ョイス及び㈱リジョイス薬局の株式を譲渡したこと

によるものであります。 

※３      ────────── 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物等 3百万円 

工具器具及び備品 66百万円 

ソフトウェア 39百万円 

計 109百万円 

建物及び構築物 3百万円 

工具器具及び備品 28百万円 

ソフトウェア 3百万円 

計 35百万円 

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 4百万円 

工具器具及び備品  3百万円 

土地  2百万円 

その他  0百万円 

計  11百万円 

建物及び構築物 1百万円 

土地 10百万円 

その他 1百万円 

計 13百万円 

※６ 特別退職金等は、主に、当社が募集した希望退職

者に対する特別退職金であります。  

※６      ────────── 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 19,590 百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△2 百万円 

現金及び現金同等物 19,587 百万円 

現金及び預金勘定 16,039 百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△22 百万円 

現金及び現金同等物 16,017 百万円 



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)借主側 (1)借主側 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

中間期末残
高相当額 
(百万円) 

運搬具 79 23 55 

工具器具及び
備品 

5,138 2,807 2,330 

その他 1,074 461 613 

合計 6,292 3,292 2,999 

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

運搬具 75 16 59 

工具器具及び
備品 

5,790 3,191 2,599 

その他 1,063 413 650 

合計 6,930 3,621 3,309 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,093 百万円 ( 3百万円) 

１年超 1,851 百万円 ( 8百万円) 

合計 2,944 百万円 (12百万円) 

１年内 1,222 百万円 ( 3百万円) 

１年超 2,159 百万円 (10百万円) 

合計 3,382 百万円 (13百万円) 

(注)上記の（ ）書の金額は内数で、転リース取引

に係る未経過リース料中間期末残高相当額であ

ります。 

(注)上記の（ ）書の金額は内数で、転リース取引

に係る未経過リース料期末残高相当額でありま

す。 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 651 百万円 

減価償却費相当額 620 百万円 

支払利息相当額 30 百万円 

支払リース料 403 百万円 

減価償却費相当額 383 百万円 

支払利息相当額 18 百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては利息法によっております。 

同左 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2)貸主側 (2)貸主側 

①固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額、減損損失累計額及び中間期末残

高 

①固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額及び期末残高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却累
計額 
(百万円) 

中間期末残
高 
(百万円) 

建物及び構築
物 

152 33 118 

工具器具及び
備品 

406 321 84 

土地 140 － 140 

ソフトウェア 77 40 36 

合計 776 396 379 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却累
計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

建物及び構築
物 

151 29 122 

工具器具及び
備品 

412 308 103 

土地 140 － 140 

ソフトウェア 89 44 44 

合計 793 382 411 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 102 百万円 ( 6百万円) 

１年超 508 百万円 (14百万円) 

合計 611 百万円 (20百万円) 

１年内 103 百万円 ( 6百万円) 

１年超 559 百万円 (17百万円) 

合計 663 百万円 (23百万円) 

(注)上記の（ ）書の金額は内数で、転リース取引

に係る未経過リース料中間期末残高相当額であ

ります。 

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、

営業債権の中間期末残高等に占める未経過リー

ス料及び見積残存価額の合計額の割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しております。 

(注)上記の（ ）書の金額は内数で、転リース取引

に係る未経過リース料期末残高相当額でありま

す。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、営業

債権の期末残高等に占める未経過リース料及び

見積残存価額の合計額の割合が低いため、受取

利子込み法により算定しております。 

③受取リース料及び減価償却費 ③受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 51 百万円 

減価償却費 31 百万円 

受取リース料 26 百万円 

減価償却費 16 百万円 

２．オペレーティング・リース取引（借主側） ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 26 百万円 

１年超 66 百万円 

合計 93 百万円 

１年内 175 百万円 

１年超 160 百万円 

合計 335 百万円 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当中間連結会計期間において、非上場株式について５百万円減損処理を行っております。 

なお、株式の減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30％以上50％未満である場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）株式の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％以上50％未満である場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 810 1,889 1,078 

（2）その他 420 421 1 

合計 1,230 2,310 1,079 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 296 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（1）株式 810 1,640 830 

（2）その他 420 421 1 

合計 1,230 2,061 831 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 229 



（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．期末の時価は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

３．契約額等の（ ）内の金額はオプション料を記載しておりますが、当該通貨オプション取引はいわゆるゼロ

コストオプションであり、オプション料の授受はありません。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 オプション取引    

  買建コール 55 0 △1 

   (1)   

  売建プット 111 △8 △4 

   (4)   

合計 － － △6 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）事業区分の方法 

 事業は役務又は商品等の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

 なお、前連結会計年度においては、その他の事業に調剤薬局の運営を含んでおります。 

【所在地別セグメント情報】 

 当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年１月１

日 至平成17年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、

該当するセグメントはありません。 

【海外売上高】 

 当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年１月１

日 至平成17年３月31日）において、海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略してお

ります。 

 

臨床検査事
業及び周辺
事業 
（百万円） 

滅菌事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 49,956 4,097 2,766 56,820 － 56,820 

(2)セグメント間の内部売上高 775 － 55 830 (830) － 

計 50,732 4,097 2,821 57,651 (830) 56,820 

営業費用 46,920 3,838 2,695 53,453 (851) 52,601 

営業利益 3,811 259 126 4,198 20 4,219 

 

臨床検査事
業及び周辺
事業 
（百万円） 

滅菌事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 23,621 1,774 3,436 28,832 － 28,832 

(2)セグメント間の内部売上高 417 － 24 442 (442) － 

計 24,039 1,774 3,460 29,274 (442) 28,832 

営業費用 22,993 1,717 3,565 28,276 (459) 27,817 

営業利益 1,045 56 △104 997 17 1,015 

事業区分 主要役務又は商品 

臨床検査事業及び周辺事業 
特殊臨床検査、一般臨床検査、食品衛生検査、医科学分析、病院検査室の運

営、検査試薬・健康商品・検査システムの開発・販売 

滅菌事業 医療器具等の滅菌サービス 

その他の事業 治験支援、診療所開設・運営支援 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,503.20 円 

１株当たり中間純利益金額 72.29 円 

１株当たり純資産額 1,426.94 円 

１株当たり当期純利益金額 3.78 円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 2,927 153 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
2,927 153 

期中平均株式数（株） 40,491,529 40,481,129 



（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────── １．富士レビオ株式会社との株式交換 

 当社と富士レビオ株式会社は、臨床検査事業をはじ

めとする医療・健康・生命科学分野における垂直統合

型の新しいビジネス・モデルを創造し、より付加価値

の高い製品とサービスを提供することを目的に、平成

16年12月７日付で当社が富士レビオ株式会社の完全子

会社となる株式交換契約書を締結し、平成17年４月１

日に株式交換を行いました。 

(1）株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

 商法第352条ないし第363条に定める方法により株

式交換を行いました。 

②株式交換の日 

 平成17年４月１日 

③株式交換に際して発行した株式及び割当 

 富士レビオ株式会社は、株式交換に際して、株式

交換の日の前日の最終の当社の株主名簿（実質株主

名簿を含む。）に記載された株主（実質株主を含

む。）のうち富士レビオ株式会社を除く株主に対し

て、その所有する株式１株につき、富士レビオ株式

会社の普通株式0.92株の割合により割当交付いたし

ました。 

 なお、当社株式は富士レビオ株式会社との株式交

換により、平成17年３月28日に東京証券取引所第一

部を上場廃止となりました。 

(2）富士レビオ株式会社の概要 

代表者 

 代表取締役社長 鈴木 博正 

資本金 

 6,329百万円（平成17年３月31日現在） 

住所 

 東京都中央区日本橋浜町二丁目62番５号 

①事業の内容 

 臨床検査薬の製造、販売、輸出入 

②売上高及び当期純利益（平成17年３月期）  

③資産、負債、資本の状況（平成17年３月31日現在） 

売上高 5,755百万円 

当期純利益 228百万円 

資産合計 55,301百万円 

負債合計 23,997百万円 

資本合計 31,303百万円 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ２．株式譲渡 

 当社は保有する株式会社リジョイス及び株式会社リ

ジョイス薬局の発行済株式数全数を株式会社アインフ

ァーマシーズに譲渡するために売買契約を平成17年２

月８日に締結し、４月１日に同社へ売却をいたしまし

た。 

(1）株式譲渡の理由 

 グループ中期経営計画に基づき、コアビジネスで

ある臨床検査事業へのグループ経営資源の集中によ

る強化、並びに医療マネジメントサポート事業の治

験事業を中心とした再編を推進していくためであり

ます。 

(2）譲渡先 

 株式会社アインファーマシーズ 

(3）売却時期 

 平成17年４月１日 

(4）対象となる連結子会社の名称、事業内容 

(5）売却する株式の数、売却損益及び売却後の持株比率 

会社名 株式会社リジョイス 株式会社リジョイス薬局

資本金 230百万円 400百万円 

  (平成17年３月31日現在) (平成17年３月31日現在)

持株比率 87.0％ 100.0％ 

事業内容 薬局、薬店の経営 薬局、薬店の経営 

会社名 株式会社リジョイス 株式会社リジョイス薬局

売却する

株式の数
4,000株 8,000株 

売却価格 4,500百万円 

売却利益  第37期（平成18年３月期）の業績への影響は

連結決算においては3,710百万円を見込んでお

ります。 

売却後の

持株比率
－％ －％ 

 



(2）【その他】  

該当事項はありません。       

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ３．希望退職者の募集 

 当社は、１.企業体質の強化、２.人材パフォーマ

ンスの最適化、３.事業の選択と集中による事業構造

の変化、の実現を目的とした雇用の調整が必要と判

断し、希望退職者の募集を実施いたしました。 

(1）希望退職者募集の概要及び募集結果 

募集対象者：平成17年８月31日時点で、満35歳以 

      上59歳以下で、かつ勤続10年以上の 

      正社員（嘱託社員を除く） 

募集期間 ：平成17年５月21日から平成17年６月 

      ３日 

募集人員 ：200名 

応募者数 ：227名 

退職日  ：平成17年８月31日付 

(2）連結損益に与える影響額 

 適用対象者に対して支給する特別退職金等につ

きましては、平成18年３月期の連結決算において

特別損失として28.5億円を計上する予定でありま

す。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  18,407   13,856   

２．受取手形   140   120   

３．売掛金  14,915   12,774   

４．たな卸資産  2,090   1,685   

５．その他  3,893   4,877   

貸倒引当金  △49   △40   

流動資産合計   39,398 47.6  33,274 44.4 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１       

(1）建物 ※２ 6,057   5,012   

(2）工具器具及び備品  5,124   4,859   

(3）土地 ※２ 6,998   4,641   

(4）その他 ※２ 454   311   

計  18,635  22.5 14,825  19.8 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア  4,842   4,866   

(2）その他  189   149   

計  5,032  6.1 5,016  6.7 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券  2,590   2,268   

(2）関係会社株式  10,464   13,345   

(3）長期貸付金  2,552   2,334   

(4）差入保証金  2,118   2,130   

(5）その他  2,160   1,890   

  貸倒引当金  △112   △107   

計  19,773  23.8 21,862  29.1 

固定資産合計   43,442 52.4  41,704 55.6 

資産合計   82,840 100.0  74,978 100.0 

        
 



  
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形  249   191   

２．買掛金  5,245   5,198   

３．短期借入金 ※２ 366   －   

４．未払金  3,387   3,142   

５．未払法人税等  1,600   656   

６．未払消費税等  262   261   

７．その他  6,573   5,354   

流動負債合計   17,685 21.3  14,804 19.7 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２ 1,280   －   

２．退職給付引当金  4,387   3,785   

３．役員退職慰労引当金  70   117   

４．その他  358   347   

固定負債合計   6,097 7.4  4,250 5.7 

負債合計   23,783 28.7  19,055 25.4 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   11,271 13.6  11,271 15.0 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  15,733   15,733   

資本剰余金合計   15,733 19.0  15,733 21.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  931   902   

２．任意積立金  27,303   26,724   

３．中間（当期）未処分利
益 

 3,177   811   

利益剰余金合計   31,412 37.9  28,438 37.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  640 0.8  492 0.7 

Ⅴ 自己株式   － －  △12 △0.0 

資本合計   59,057 71.3  55,923 74.6 

負債資本合計   82,840 100.0  74,978 100.0 

        



②【中間損益計算書】 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   42,258 100.0  17,697 100.0 

Ⅱ 売上原価   29,930 70.8  12,589 71.1 

売上総利益   12,327 29.2  5,107 28.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   9,321 22.1  4,098 23.2 

営業利益   3,005 7.1  1,008 5.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  470 1.1  515 2.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２  197 0.4  86 0.5 

経常利益   3,279 7.8  1,438 8.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  3,912 9.2  2 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４  3,223 7.6  683 3.8 

税引前中間（当期）純
利益 

  3,968 9.4  757 4.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,504   680   

法人税等調整額  △6 1,498 3.6 △494 185 1.1 

中間（当期）純利益   2,470 5.8  571 3.2 

前期繰越利益   659   252  

自己株式処分差損   12   12  

合併による未処分利益
受入額 

  296   －  

合併による子会社株式
消却損 

  235   －  

中間（当期）未処分利
益 

  3,177   811  

        



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

 (2)デリバティブ (2)   ──────── 

 時価法   

 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 

 製品・検査試薬・仕掛品 製品・検査試薬・仕掛品 

 移動平均法による原価法 同左 

 貯蔵品 貯蔵品 

 最終仕入原価法 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

 定率法（平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

(1)有形固定資産 

同左 

  建物       38～50年  

  工具器具及び備品 ４～６年  

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒による

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2)退職給付引当金 (2)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

 (3)役員退職慰労引当金 (3)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

 また、平成16年３月に取締役報酬

制度を改訂しており同年４月以降対

応分については引当計上を行ってお

りませんでしたが、平成17年３月に

同制度を再改訂し、同年４月から６

月対応分については引当計上を行い

ました。なお、役員退職慰労金規程

は平成17年６月に廃止されたため、

７月以降対応分については引当計上

を行っておりません。 

 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 また、平成16年３月に取締役報酬

制度を改訂しており平成16年４月以

降対応分については引当計上を行っ

ておりません。 

４．外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしている金

利スワップについて、特例処理を採

用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金 

(3)ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は借入金利等の

将来の金利市場における利率上昇に

よる変動リスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

(1)    ──────── 

  

  

  

(2)    ──────── 

  

  

(3)    ──────── 

７．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

同左 

 (2)「法人税、住民税及び事業税」並び

に「法人税等調整額」の計上方法 

 中間会計期間に係る納付税額及び

法人税等調整額は、当事業年度にお

いて予定している利益処分による特

別償却準備金の積立及び取崩しを前

提として、当中間会計期間に係る金

額を計算しております。 

(2)     ────── 

  

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

───────── 

  



追加情報  

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

（連結子会社との合併） ───────── 

１． 当社は、平成17年９月21日開催の取締役会におい

て、㈱メディウイングを平成18年１月１日に吸収合併

することを決議し、平成17年11月11日付で合併契約を

締結いたしました。 

  

２． 当社は、平成17年９月21日開催の取締役会におい

て、㈱エスアールエル北海道、㈱エスアールエル北

陸、㈱エスアールエル静岡、㈱エスアールエル西日

本、㈱ティーエスエル、㈱南信臨床検査研究所及び㈱

生命情報分析センターを平成18年４月１日に吸収合併

することを決議いたしました。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 29,788百万円  27,059百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保付資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 ────── 

建物  1,004 百万円 

土地  1,986 百万円 

その他 120 百万円 

 計 3,111 百万円 

 

担保付債務は次のとおりであります。   

短期借入金 209 百万円 

長期借入金 779 百万円 

 計 988 百万円 

 

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

(1)債務保証 (1)債務保証 

 下記のとおり保証を行っております。  下記のとおり保証を行っております。 

保証先 保証金額 内容 

九州ステリ㈱ 63百万円 
土地購入未払
残高 

㈱メディウイング 26百万円 
商品取引未払
残高 

計 89百万円  

保証先 保証金額 内容 

㈱ＳＢＳ 1,417百万円 借入金 

九州ステリ㈱ 68百万円 
土地購入 
未払残高 

㈱メディウイング 25百万円 
商品取引未払
残高 

計 1,511百万円  

(2)経営指導念書 (2)経営指導念書 

────── 保証先 保証金額 内容 

㈱ＳＢＳ 412百万円 借入金 

計 412百万円  

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行３行と特定融資枠契約（シンジケーション方

式によるコミットメントライン）を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行３行と特定融資枠契約（シンジケーション方

式によるコミットメントライン）を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

特定融資枠契約の総額 10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 10,000百万円 

特定融資枠契約の総額 10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 10,000百万円 



（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 16百万円 

受取配当金 61百万円 

受取賃貸料 151百万円 

業務受託料  74百万円  

保険配当金  71百万円  

受取利息 8百万円 

受取配当金 326百万円 

受取賃貸料 103百万円 

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 23百万円 

賃貸物件費用 149百万円 

支払利息 1百万円 

賃貸物件費用 81百万円 

※３ 特別利益のうち主なもの ※３        ―――――― 

関係会社株式売却益 3,900百万円  

 なお、関係会社株式売却益は、連結子会社で

ある㈱リジョイス及び㈱リジョイス薬局の株式

を譲渡したことによるものであります。 

 

※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの 

特別退職金等 2,842百万円 

 なお、特別退職金等は、主に、希望退職者に

対する特別退職金であります。 

事業構造改善費用 340百万円 

関係会社株式評価損 162百万円 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,336百万円 

無形固定資産 969百万円 

有形固定資産 581百万円 

無形固定資産 485百万円 



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)借主側 (1)借主側 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

中間期末残
高相当額 
(百万円) 

工具器具及び備
品 

1,924 972 952 

ソフトウェア 192 106 86 

その他 58 16 42 

合計 2,176 1,095 1,080 

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

工具器具及び備
品 

120 95 24 

ソフトウェア 20 11 8 

その他 58 11 47 

合計 199 118 81 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額 

１年内   403百万円 (  3百万円) 

１年超   703百万円 ( 8百万円) 

 合計  1,106百万円 ( 12百万円) 

１年内   38百万円 ( 3百万円) 

１年超   57百万円 (10百万円) 

 合計   96百万円 (13百万円) 

(注)上記の( )書の金額は内数で、転リース取引に係

る未経過リース料中間期末残高相当額でありま

す。  

(注)上記の( )書の金額は内数で、転リース取引に係

る未経過リース料期末残高相当額であります。  

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 251百万円 

減価償却費相当額 241百万円 

支払利息相当額 8百万円 

支払リース料 12百万円 

減価償却費相当額 11百万円 

支払利息相当額 0百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

同左 

 



（有価証券関係） 

 当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2)貸主側 (2)貸主側 

①固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減

価償却累計額、減損損失累計額及び中間期末残高 

①固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減

価償却累計額及び期末残高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却累
計額 
(百万円) 

中間期末残
高 
(百万円) 

建物 147 31 115 

工具器具及び備
品 

421 335 85 

土地 140 －  140 

ソフトウェア 77 40 36 

その他 4 1 2 

合計 791 410 381 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却累
計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

建物 147 27 119 

工具器具及び備
品 

611 477 133 

土地 140 －  140 

ソフトウェア 103 56 46 

その他 4 1 2 

合計 1,006 563 442 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年内   103百万円 (  6百万円)

１年超   508百万円 ( 14百万円)

 合計   611百万円 ( 20百万円)

１年内   105百万円 ( 6百万円) 

１年超   559百万円 (17百万円) 

 合計   664百万円 (23百万円) 

(注)上記の( )書の金額は内数で、転リース取引に係

る未経過リース料中間期末残高相当額でありま

す。 

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、営

業債権の中間期末残高等に占める未経過リース料

及び見積残存価額の合計額の割合が低いため、受

取利子込み法により算定しております。 

(注)上記の( )書の金額は内数で、転リース取引に係

る未経過リース料期末残高相当額であります。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、営業債

権の期末残高等に占める未経過リース料及び見積

残存価額の合計額の割合が低いため、受取利子込

み法により算定しております。 

③受取リース料及び減価償却費 ③受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 52百万円 

減価償却費 31百万円 

受取リース料 29百万円 

減価償却費 19百万円 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

(1)借主側 (1)借主側 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 15百万円 

１年超 49百万円 

 合計 64百万円 

１年内 164百万円 

１年超 145百万円 

 合計 309百万円 

(2)貸主側 (2)貸主側 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 38百万円 

１年超 19百万円 

 合計 58百万円 

１年内 38百万円 

１年超 38百万円 

 合計 77百万円 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,458.52円 

１株当たり中間純利益金額 61.00円 

１株当たり純資産額 1,381.46円 

１株当たり当期純利益金額 14.12円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 2,470 571 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,470 571 

期中平均株式数（株） 40,491,529 40,481,129 



（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────── １．富士レビオ株式会社との株式交換 

 当社と富士レビオ株式会社は、臨床検査事業をはじ

めとする医療・健康・生命科学分野における垂直統合

型の新しいビジネス・モデルを創造し、より付加価値

の高い製品とサービスを提供することを目的に、平成

16年12月７日付で当社が富士レビオ株式会社の完全子

会社となる株式交換契約書を締結し、平成17年４月１

日に株式交換を行いました。 

(1）株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

 商法第352条ないし第363条に定める方法により株

式交換を行いました。 

②株式交換の日 

 平成17年４月１日 

③株式交換に際して発行した株式及び割当 

 富士レビオ株式会社は、株式交換に際して、株式

交換の日の前日の最終の当社の株主名簿（実質株主

名簿を含む。）に記載された株主（実質株主を含

む。）のうち富士レビオ株式会社を除く株主に対し

て、その所有する株式１株につき、富士レビオ株式

会社の普通株式0.92株の割合により割当交付いたし

ました。 

 なお、当社株式は富士レビオ株式会社との株式交

換により、平成17年３月28日に東京証券取引所第一

部を上場廃止となりました。 

(2）富士レビオ株式会社の概要 

代表者 

 代表取締役社長 鈴木 博正 

資本金 

 6,329百万円（平成17年３月31日現在） 

住所 

 東京都中央区日本橋浜町二丁目62番５号 

①事業の内容 

 臨床検査薬の製造、販売、輸出入 

②売上高及び当期純利益（平成17年３月期）  

③資産、負債、資本の状況（平成17年３月31日現在） 

売上高 5,755百万円 

当期純利益 228百万円 

資産合計 55,301百万円 

負債合計 23,997百万円 

資本合計 31,303百万円 

 



当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ２．連結子会社との合併 

 当社は、医療環境の変化に対応することを目的に、

当社の完全子会社である株式会社エスアールエル東京

メディカル及び株式会社ＳＢＳと平成17年１月25日付

で合併契約を締結し、平成17年４月１日にて吸収合併

を行いました。 

(1）合併期日 

 平成17年４月１日 

(2）合併の形式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会

社エスアールエル東京メディカル及び株式会社ＳＢ

Ｓは解散いたしました。被合併会社は100％連結子

会社であり、合併手続は商法第413条ノ３第１項に

規定する簡易合併の方法によっております。 

 合併による新株の発行及び資本金の増加は行って

おりません。 

(3）財産の引継 

 合併期日において、株式会社エスアールエル東京

メディカル及び株式会社ＳＢＳの資産、負債及び権

利義務の一切を引継ぎました。 

 なお、株式会社エスアールエル東京メディカル及

び株式会社ＳＢＳの平成17年３月31日現在の資産、

負債、資本の状況は次のとおりであります。 

①株式会社エスアールエル東京メディカル 

②株式会社ＳＢＳ 

資産合計 2,958百万円 

負債合計 1,328百万円 

資本合計 1,629百万円 

資産合計 6,095百万円 

負債合計 4,591百万円 

資本合計 1,503百万円 

 



当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ３．株式譲渡 

 当社は保有する株式会社リジョイス及び株式会社リ

ジョイス薬局の発行済株式数全数を株式会社アインフ

ァーマシーズに譲渡するために売買契約を平成17年２

月８日に締結し、４月１日に同社へ売却をいたしまし

た。 

(1）株式譲渡の理由 

 グループ中期経営計画に基づき、コアビジネスで

ある臨床検査事業へのグループ経営資源の集中によ

る強化、並びに医療マネジメントサポート事業の治

験事業を中心とした再編を推進していくためであり

ます。 

(2）譲渡先 

 株式会社アインファーマシーズ 

(3）売却時期 

 平成17年４月１日 

(4）対象となる連結子会社の名称、事業内容 

(5）売却する株式の数、売却損益及び売却後の持株比率 

会社名 株式会社リジョイス 株式会社リジョイス薬局

資本金 230百万円 400百万円 

  (平成17年３月31日現在) (平成17年３月31日現在)

持株比率 87.0％ 100.0％ 

事業内容 薬局、薬店の経営 薬局、薬店の経営 

会社名 株式会社リジョイス 株式会社リジョイス薬局

売却する

株式の数
4,000株 8,000株 

売却価格 4,500百万円 

売却利益  第37期（平成18年３月期）の業績への影響は

単体決算においては3,900百万円を見込んでお

ります。 

売却後の

持株比率
－％ －％ 

 



当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ４．希望退職者の募集 

 当社は、１.企業体質の強化、２.人材パフォーマ

ンスの最適化、３.事業の選択と集中による事業構造

の変化、の実現を目的とした雇用の調整が必要と判

断し、希望退職者の募集を実施いたしました。 

(1）希望退職者募集の概要及び募集結果 

募集対象者：平成17年８月31日時点で、満35歳以 

      上59歳以下で、かつ勤続10年以上の 

      正社員（嘱託社員を除く） 

募集期間 ：平成17年５月21日から平成17年６月 

      ３日 

募集人員 ：200名 

応募者数 ：227名 

退職日  ：平成17年８月31日付 

(2）損益に与える影響額 

 適用対象者に対して支給する特別退職金等につ

きましては、平成18年３月期の単体決算において

特別損失として28.5億円を計上する予定でありま

す。 



(2）【その他】  

平成17年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

①中間配当金の総額         1,171百万円 

②１株当たりの金額             28円92銭 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年５月25日関東財務局長に提出 

平成17年３月29日提出の事業年度（第35期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）の有価証券報告書に

係る訂正報告書であります。 

(2)臨時報告書 

平成17年６月16日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象の発生）及び同第19条第２項第19号（連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）の規定

に基づく臨時報告書であります。 

(3)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第36期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 

(4)臨時報告書 

平成17年９月30日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

であります。 

(5)臨時報告書 

平成17年９月30日関東財務局長に提出  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（提出会社の合併）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１７年１２月１６日

株式会社エスアールエル    

  取  締  役  会  御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 村上 眞治  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 久世 浩一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社エスアールエルの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社エスアールエル及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１７年１２月１６日

株式会社エスアールエル    

  取  締  役  会  御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 村上 眞治  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 久世 浩一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社エスアールエルの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エスアールエルの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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